
第１節　かかりつけ医

病気や障害を持っていても、住み慣れた自宅や地域で人間としての尊厳を持って、いきいきと暮らし

ていけるよう、診療所と病院など医療機関相互の連携や保健・医療・福祉の連携体制を強化する。 

かかりつけ医は、日頃から気軽に健康相談にも応じる地域の初期医療の中核的な担い手であ

り、必要があれば適切な専門医を紹介し、在宅療養を支援するなど、生活の中で患者を支えな

がら、医療サービスを提供する医師である。

かかりつけ医は、患者との信頼関係の構築や医療の継続性の確保、患者ニーズへの細やかな

対応などにおいて重要な役割を果たしており、医療機関の機能分化が進み、また、病院の在院

日数の短縮化が進む中、かかりつけ医の役割は一層重要度を増している。

第２章　地域ケアを進める

現　　状

(1)　本県では、かかりつけ医の普及・定着を目指し、平成5年度から各2次保健医療圏域におい

て、順次、普及・啓発事業や患者紹介による医療機関相互の連携事業などを実施している。

(2)　かかりつけ医の普及・啓発については、ほとんどの圏域では市町広報誌などが活用されて

いる程度の状況にあるが、前記の連携事業を実施した圏域を中心に、かかりつけ医マップや

啓発パンフレットの作成等が行われている。また、かかりつけ医の情報などをインターネッ

トで発信する事例もみられるようになっている。

(3)　かかりつけ医のいる県民の割合は、概ね60％程度で推移している。

課　　題

かかりつけ医を持つことの意義を県民にさらに啓発し、その普及・定着を図る。また、在宅

医療等の推進のために、地域におけるかかりつけ医の支援体制の整備などを進めることによ

り、かかりつけ医の機能を充実・強化する必要がある。

推進方策

(1)　かかりつけ医の普及促進（医療関係団体、市町、県民） 

かかりつけ医の定着を図るため、市町広報誌の活用やかかりつけ医マップの作成、さらに

はインターネットによる情報発信など積極的な広報に努める。

また、医療法に基づく医療機関の情報公表制度により、診療所のもつ医療機能の情報を県

民にわかりやすく提供するとともに、郡市区医師会において県民の相談に応じ情報提供を行

う体制の充実を図る。

(2)　かかりつけ医の機能強化（県、市町、医療関係団体）

研修会などの開催により、かかりつけ医の機能を強化する。

(3)　かかりつけ医の支援体制の整備（県、市町、医療関係団体） 

かかりつけ医を支援する地域医療支援病院の指定を含め、地域医療支援機能を持つ医療機

関を各2次保健医療圏域に原則として1か所確保する。また、かかりつけ医の支援体制の確保

のため、地域医療連携室の設置や診療機能のオープン化などを推進する。 

目　　標

かかりつけ医のいる人の割合を増やす。 60.2%（2006）→70％（2010）
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第２節 在宅医療 

生活習慣病の増加等疾病構造の変化や高齢化の進展などにより、在宅医療の必要な患者が増

加している。また、患者自身の在宅医療への志向も強い上に、在宅医療技術の向上や各種在宅

医療サービスの制度化などにより、従来は在宅医療が困難であった患者も在宅医療が可能に

なっている。平成18年４月の診療報酬改定においては、24時間体制で訪問診療を行う体制を有

する在宅療養支援診療所の制度が創設され、在宅医療体制の充実が図られている。

在宅療養者が生きがいを感じて療養生活を送れるよう、患者のニーズに応えられる在宅医療

の推進を図り、患者のＱＯＬの向上を図る。

現　　状

(1)　平成17年10月の患者調査（厚生労働省）によれば、県内において往診や訪問診療などの在

宅医療を受けた推計患者数は、2,660人（一日断面）であり、その８割は75歳以上の高齢者で

ある。

　　在宅医療を受けた患者の疾病分類による内訳は、脳血管疾患が409人（15.3％）、神経系の

疾患が381人(14.3%)、高血圧性疾患が361人(13.6%)、悪性新生物が225人(8.4%)の順となってい

る。

(2)　医師（歯科医師）による訪問診療や在宅療養指導管理のほか、看護師による訪問看護や理

学療法士・作業療法士らによる訪問リハビリ、薬剤師による訪問薬剤管理指導等各職種の医

療従事者による在宅サービスが制度化されている。

(3)　県内の病院で、訪問診療を実施しているのは121病院（34.2%）、訪問看護を実施している

のは120病院（33.9%）である。（兵庫県「平成19年医療施設実態調査」）

　　＜実施病院の割合が高い圏域＞

　　　訪問診療：但馬(61.5%)、西播磨（60.0%）、淡路（41.7%）

　　　訪問看護：淡路（66.7%）、但馬（61.5%）、丹波（50.0%）

(4)　平成16年に実施した兵庫県医療需給調査では、県内の診療所で、訪問診療に対応できるの

は、回答のあった2,942診療所（回答率62.4%）中、1,374診療所（46.7%）であった。

　　＜対応可能な診療所の割合が高い圏域＞

　　　但馬（75.7％）、丹波（66.0％）、西播磨（62.1%）

(5)　県内の在宅療養支援診療所数：609箇所（平成19年4月1日現在）

(6)　県内の訪問看護ステーション数：348箇所（平成19年4月１日現在） 

課　　題

(1)　医師（歯科医師）による在宅医療は訪問診療が中心であるが、現状では、訪問診療を必要

とする患者に適切な訪問診療が行われる体制にはなっていない。そこで、訪問診療を行うか

かりつけ医（かかりつけ歯科医）の普及・定着及びかかりつけ医（かかりつけ歯科医）を支

援する体制の整備が必要である。

(2)　在宅医療を定着させるためには、在宅医療技術の普及促進を図る必要がある。

(3)　在宅療養を行う患者には、医療とともに、福祉サービスの必要な患者が多い。介護保険制

度の導入により介護保険対象者には総合的なサービスの提供体制が強化されたが、その他の

１　在宅医療 
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　在宅療養者には制度がないことから、今後、介護保険サービスの充実とともに、介護保険対

象外の在宅療養者に対する総合的なサービス提供体制の充実を図る必要がある。

(4)　入院患者が退院する際には、直ちに必要な在宅医療を提供することが重要であり、また、

在宅療養者も症状が悪化した時には入院が必要であることから、入院医療、在宅医療相互の

円滑な移行の確保が求められている。

(5)　在宅医療を円滑に実施するためには、家庭での介護力を強化する必要がある。

(6)　高齢化の進展に加えて、医療制度改革による平均在院日数の短縮や療養病床の削減に伴

い、今後、在宅医療のニーズの大幅な増大が見込まれるため、在宅医療体制の充実が急務と

なっている。 

主な相談窓口 

推進方策

(1)　地域におけるかかりつけ医（かかりつけ歯科医）の支援体制を確立するとともに、その必

要性について広報し、普及、定着を促進する。併せて、必要な在宅療養者に対する訪問診療

の提供を促進する。（県、関係団体、医療機関）

(2)　訪問看護、訪問リハビリ、訪問薬剤管理指導についても、サービス提供体制の充実を図

る。（医療機関）

(3)　在宅医療の高度化に対応して、機器の操作方法や医療技術に関する研修を実施する。

（県、関係団体、医療機関）

(4)　在宅医療は、医師、歯科医師、薬剤師、訪問看護師、ケアマネージャー、ヘルパー、ボラ

ンティアなどによるチームケアが重要であることから、チームづくりに対する支援を行う。

（県、関係団体）

(5)　病院の地域医療連携室の機能強化や地域包括支援センターの機能の活用、郡市区医師会等

関係団体の協力により、病診連携の促進や医療と介護の一体的なサービス提供を図るととも

に、入院医療、在宅医療相互の円滑な移行を促進する。（県、市町、医療機関）

(6)　家庭で在宅療養者の介護がスムーズに行えるよう県民に対する教育、研修の充実を図ると

ともに、患者・家族の相談に対応できる体制を確保する。

　　また、関係団体において、医療機関に関する情報提供を行う。（県、医療機関、関係団体）
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最期まで自分らしく生活を送りたいと願う患者にとって、毎日を家族と一緒に過ごせること

ほど、心なごませ、勇気づけられることはない。進行がんなどで積極的治療が不適切な状態と

なったいわゆる末期患者のうち、病状が安定し、患者が望み、家族にも介護力がある場合に、

できる限り在宅で療養できる在宅ターミナルケア＊の医師・訪問看護師・薬剤師・介護支援専門

員らによる地域ネットワークの構築をめざす。

２　在宅ターミナルケア

○ターミナルケア：終末期医療。積極的な治療が有効でなくなった末期がん患者らに対して、患

者の生活の質（ＱＯＬ）の向上を重視した医療を中心としたケア

現　　状

(1)　最後の時期を過ごす場所に関する県民の意向

最後の時期を過ごす場所として、「自宅」を希望する県民は29％、「治療や援助が必要な

場合だけ病院や施設、それ以外は家」を希望する37％あり、併せると66％が在宅で最後の時

を過ごすことを希望している。（平成15年度 家庭問題研究所「ターミナルケアと家族につい

ての調査研究報告書」）

しかし、兵庫県における死亡場所の割

合は、病院が78％と圧倒的に多く、自宅

は15%である。

家で看病できない理由として、「容態

急変時にすぐに手当ができない｣｢専門家

に任せた方がよい」「医学的知識がな

い」ことが大きいとの調査結果もあり、

医療体制の問題とともに、県民の知識不

足、先入観が阻害要因となっていること

が伺われる。

(3)　在宅ターミナルケアの現状

末期がん患者等が病院から退院し、在宅で療養生活を送るには、主として以下のサービス

が総合的に提供される必要があり、これらのサービスを提供する様々な職種がチームを組ん

で患者・家族のケアに当たる体制が求められる。 

(2)　在宅ターミナルケアに関わる制度改正の動き

①　在宅療養支援診療所

在宅医療を支える制度として、平成18年4月から、①24時間体制で往診や訪問看護が可

能、②他の医療機関との連携により在宅療養患者の緊急入院の受入が可能、といった要件

を満たす診療所に手厚い診療報酬を配分する「在宅療養支援診療所」制度が創設された。 

②　介護保険制度の特定疾患への末期がん適用

平成18年4月から、40歳から64歳までの末期がん患者についても介護保険の適用対象に追

加され、末期がん患者が在宅で介護保険サービスを活用しながら療養生活が可能となっ

た。
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 ＜在宅療養支援診療所＞ 

＜訪問看護ステーション＞

(4)　兵庫県の取り組み

兵庫県では、平成19年１月にがん診療連携拠点病院の指定を受けたことを踏まえ、がん診療

拠点病院と地域の医療・介護施設、ＮＰＯ等が連携した在宅ターミナルケアネットワークの構

築を進めることとし、平成19年度から以下の事業に着手している。

①　圏域における在宅ターミナルケア体制を検討する協議の場の設置

②　在宅ターミナルケアのチームづくりへの支援

③　患者・家族からの在宅ターミナルケアに関する相談への対応窓口の設置

④　在宅ターミナルケアの従事者への研修 

在宅ターミナルケア患者がいる、あるいは過去にいた訪問看護ステーション173施設（回答の

あった222ステーションの約８割）（平成17年3月兵庫県医務課「訪問看護ステーション実態

調査」）

＜急変時に入院受入が可能な病院＞

181病院（兵庫県医療需給調査H16.10.22）

一方で、「24時間体制」や「診療を交替する医師がいないこと」で末期患者への対応を負

担に感じている診療所が多く、また、訪問看護ステーションにおいても夜間対応・緊急対応

ができる人員の確保が課題との調査結果がある。（平成19年2月兵庫県医師会「在宅ターミナ

ルケアに関する調査」、平成19年2月兵庫県看護協会「兵庫県下の訪問看護ステーションと病

院の継続看護における連携の実態調査」）

兵庫県内 609施設（H19.4.1） 県内の一般診療所全体（4,800箇所）の約13％ 
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課　　題

(1)　診療所、訪問看護ステーションの24時間体制の確保が必要である。

(2)　病院・診療所・訪問看護ステーション・介護支援専門員・訪問介護員等による在宅ターミ

ナルケアチームづくりが必要である。

(3)　在宅療養患者の急性増悪時の緊急入院先の病床確保が必要である。

(4)　医師・看護師・介護支援専門員・訪問介護員等、医療福祉従事者に対するターミナルケア

の学習機会を提供する必要がある。

(5)　在宅ターミナルケアに関する知識の県民への普及及び在宅での看取りに関する理解促進が

必要である。

(6)　患者・家族を様々な面から支援するボランティアやＮＰＯなどの参画が必要である。

(7)　病状が短期間で変化する末期がん患者に対する医療・福祉等の総合的なサービスの提供が

必要である。

(8)　介護保険施設におけるターミナルケアと看取りへの対応が必要である。 

主な相談窓口 

推進方策

関係機関・団体の連携のもとに、在宅ターミナルケアの地域ネットワークの構築を進める。 

(1)　在宅ターミナルケアチームづくり（医療機関、医療・福祉関係団体、県）

診療所、訪問看護ステーションのグループ化を促進するなど24時間体制を強化し、医療・

介護サービスを総合的に提供できる在宅ターミナルケアチームづくりを進める。あわせて、

病院と在宅ケアチームとのネットワークの強化を図る。 

(2)　医療福祉従事者に対する研修（医療・福祉関係団体、県） 

訪問診療・訪問看護・訪問介護等を担う医療福祉従事者や介護保険施設職員を対象とした

ターミナルケア研修の充実を図る。 

(3)　県民に対する普及啓発・情報提供（県） 

患者・家族側が在宅医療・介護サービスに関する知識を持ち自らの判断で在宅療養を選択

できるよう普及啓発を行う。また、在宅療養患者・家族からの相談に応じ、情報提供を行う。

(4)　ＮＰＯの参画促進（民間団体、県）

患者会・遺族会、ボランティアグループなど、患者・家族への支援を行うＮＰＯの実践活

動の促進を図る。

(5)　国への制度改善提案

末期がん患者に対するサービス提供の問題点など、患者や医療・介護関係者の意見を踏ま

え、必要に応じ国に対する制度提案を行う。

在宅ターミナルケアネットワークを構築し、がん患者の在宅看取り率を向上させる。 

目　　標

在宅看取り率 8%（2006） → 12％（2012）
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リハビリテーション承認病院数（兵庫県） 

 

①地域リハ実施機関の支援　②住宅改修等の相談支援　③リハ従事者への援助・研修　④関係団体への支援 

圏域リハビリテーション支援センター 

神 戸 

(調整中) 

阪神南 

関西労災 
病院 
兵庫医科 
大学病院 

阪神北 

三田市民 
病院 

東播磨 

幸生病院 

北播磨

公立社総
合病院 

 

中播磨

姫路市地
域リハビ
リテーシ
ョン支援
センター
 

西播磨

赤穂中央
病院 

 

但 馬

但馬長寿
の郷 

丹 波 

兵庫医科 
大学篠山 
病院 

 

淡 路 

津名病院 

 

リハビリテーション承認施設 

リハビリ関係機関 

県 民

３ 
次 

２ 

次 

１ 

次 

兵庫県地域リハビリテーション支援センター
（県立総合リハビリテーションセンター） 

① 専門的リハの提供 
② 圏域リハ支援センターの支援 
③ リハ資源の調査研究・情報提供 
④ 関係団体・医療機関との連絡調整 

西播磨総合リハビリテーションセンター 

地域リハビリテーション支援センターの機

能の一部を担う 

地 域 包 括 

支援センター

地域リハビリテーションシステムの推進 

リハビリを必要とするすべての県民が、適時適切なリハビリを身近な場所で継続的に受ける

ことができるよう、各圏域内で完結するリハビリテーション体制を構築する。

第３節　地域リハビリテーションシステム

現　　状

(1)　高齢者や障害者をはじめ、誰もが住み慣れた地域で生活が続けられるよう、疾病の急性期

から回復期を経て維持期へ移行する全過程を通じて、それぞれの状態に応じた適切なリハビ

リテーションを継続的に受けることができるシステムを構築するため、平成13年３月に策定

した「兵庫県地域リハビリテーション連携指針」に基づき推進を図っている。

(2)　リハビリテーションについては、病院、介護老人保健施設などにおいて、入院（入所）・

通院（通所）で実施されている。 

(3)　平成14年度に、全県リハビリテーション支援センターを県立総合リハビリテーションセン

ターに設置した。また、圏域ごとのリハビリテーション支援センターについても、平成14年

度以降順次設置を進め、17年度には神戸圏域を除く全圏域で運営を開始した。

(4)　平成18年度に開設した県立西播磨総合リハビリテーションセンターを全県支援センターの

機能の一部を担う施設として位置付け、より専門性の高いリハビリに特化した研修の実施等

により、圏域支援センター等の支援の充実を図っている。
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課　　題

(1)　医療資源、介護サービス提供資源は地域により差があり、急性期・回復期・維持期の各リ

ハビリテーションの機能が整理されておらず、具体的な病院連携・病診連携・退院調整が

調っていないことから、圏域の状況に応じた連携方策を検討する必要がある。

(2)　平成18年４月の診療報酬改正により、病院・診療所のリハビリテーション承認施設は、従

来の理学療法・作業療法・言語聴覚療法から疾患区分別に心大血管疾患・脳血管疾患・運動

器・呼吸器の各リハビリテーション料に再編されたが、疾患別医療提供全体からみた疾患別

リハビリテーションの体系と支援機能の検討が必要である。

(3)　介護予防などの新たなリハビリテーションニーズに対して適切な支援が行えるよう、各圏

域支援センターと地域包括支援センターの連携を進め、地域の包括的、継続的なケア体制の

整備を図る必要がある。

(4)　神戸圏域については、圏域支援センターの指定はないものの、神戸市保健所等がその機能

の一部の役割を果たしている。今後は、地域リハビリテーションシステムの推進を図るた

め、圏域支援センターの指定・設置に向け、関係機関等との調整を進める必要がある。

（市町方針）
　　必要なリハビリテーションサービスが適切かつ速やかに提供出来るよう、圏域支援セ
ンターや保健医療福祉サービス提供施設、行政機関等関係機関の連携が図られるような
体制を整備する。
（圏域指針）
　　圏域支援センターを中心とし、研修会開催、情報提供等による地域リハビリテーショ
ン実施機関への支援、実地指導等によるリハビリテーション従事者への援助、全県支援
センターや圏域内の関係機関等との連携などによる地域リハビリテーションの推進を図
る。
（全県指針）
　　全県支援センターを中心に、圏域支援センターへの人的・技術的支援、リハビリ資源
等に関する調査研究などを通じた、地域リハビリテーションシステム推進の支援を行う。 

推進方策

 ＜「兵庫県地域リハビリテーション連携指針」の概要（推進方策部分）＞ 

(1) 「兵庫県地域リハビリテーション連携指針」に基づき推進する。（県） 

(2)　新たなリハビリテーションニーズに対応するため「兵庫県地域リハビリテーション連携指

針」の見直しを行う。（県）

①　地域におけるリハビリテーション関係機関を広域的に連携させるため、圏域内のリハビ

リテーション資源の調査、関係機関（医療、介護、行政等）による地域課題の把握等につ

いて検討する。（県、関係団体）

②　介護保険制度改正により新たに設置された地域包括支援センターと各圏域支援センター

との連携を進め、今後生じる新たなニーズに対応する。（県、市町）

③　疾患別の地域連携クリティカルパス構築に向け、疾患別リハビリテーションの現状分

析、推進方策の検討を行う。（県、関係団体）

④　圏域リハビリテーション連携の基となる、医療と地域ケア関係者によるネットワーク作

りに取り組む。（県、関係団体） 
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難病は、その多くが原因不明で治療法が確立されておらず、かつ後遺症を残す恐れが少なく

ない疾患である。患者は長期の療養生活を強いられ、医療のみならず保健・福祉・教育・就業

等生活全般にわたって様々な問題を抱え、精神的にも負担が大きい。そのため、難病患者が充

実した療養生活・社会生活を送れるよう保健・医療・福祉サービスを整備する。

難病対策の指針として国の「難病対策要綱」が昭和47年に策定されて以来、医学の進歩によ

り余命やＱＯＬが大幅に改善された一方、対象疾患の拡大により難病患者の数は増大してい

る。

また、公費負担医療の対象疾患と対象外となっている特定疾患やがん、脳卒中等の難治性の

疾患との不公平感の増大など、新たな課題が生じている。 

第４節　難病対策

現　　状

(1)　医療費の公費負担

現在、123疾患が国の「難治性疾患克服研究事業」の対象で、そのうち45疾患が「特定疾患

治療研究事業」として医療費の一部公費負担の対象となっている。さらに「小児慢性特定疾

患治療研究事業」として11疾患群、県単独特定疾患治療研究事業として５疾患（群）につい

ても医療費の一部公費負担を行っている。

特定疾患医療受給者、公費負担額ともに増加傾向にあり、平成18年度には一般特定疾患、

小児慢性特定疾患、県単独特定疾患合わせて26,200人に約42億円を公費負担した。 

(2)　在宅療養生活支援

県健康福祉事務所において難病患者等保健指導事業として医療相談や訪問指導、訪問診療

といった５事業を在宅療養生活の支援ために実施している。近年は特に人工呼吸器装着難病

患者等、重症神経難病患者に重点を置いた施策展開をし、平成18年3月には「在宅人工呼吸器

装着難病患者災害時支援指針」を策定し、支援体制の整備を進め、疾病等に対する不安の解

消を図るとともに、在宅療養生活を支援している。市保健所でも難病特別対策推進事業とし

て難病患者への保健指導が実施されている。また、各市町においてホームヘルプサービス等

の難病患者等居宅生活支援事業が平成９年度から実施されている。

さらに平成12年度から始まった介護保険制度により、訪問看護師、訪問介護員あるいは介

護支援専門員等、難病患者の療養生活を支える職種が増え、それぞれが専門的立場から支援

を行う環境が整いつつある。

(3)　医療体制の整備

重症神経難病患者の療養生活を支援するため、平成14年度から神経難病医療ネットワーク

支援事業を開始し、拠点病院を３か所指定（県立尼崎病院、独立行政法人国立病院機構兵庫

中央病院、公立八鹿病院）するとともに協議会を立ち上げた。さらに平成15年度には専門協

力病院、一般協力病院を指定し、平成16年度には一般協力診療所を指定した。
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課　　題

難病患者の在宅療養生活支援施策は少しずつ拡充してきているが、重症神経難病、特に人工

呼吸器装着患者については、患者及び家族の負担は依然大きく、さらなる支援が必要である。 

　①　難病患者の在宅療養生活の向上をさらに図る必要がある。

②　重症神経難病患者の在宅療養を支援するシステムの整備が必要である。

推進方策

(1)　療養生活の支援（県・市町）

①　県健康福祉事務所において、医療相談、訪問診療等に加え、在宅療養支援計画の策定な

ど難病患者等保健指導事業を実施する。

②　難病患者、特に人工呼吸器装着患者等、災害時により強力な支援が必要な者について、

難病患者等保健指導事業の中で個別に災害時対応マニュアル策定を推進し、市町、関係団

体等と連携し迅速かつ適切な対応がとれるようにする。

③　難病患者等保健指導事業を活用し、訪問看護師、訪問介護員、介護支援専門員等、難病

患者へのサービスを提供する関係者の資質の向上を図る。

④ 介護保険等の制度の対象とならない難病患者の療養生活を支援するため、市町が実施する

難病患者等居宅生活支援事業を推進する。

⑤ 難病相談センター及び兵庫県難病団体連絡協議会が運営する神戸難病相談室における難病

相談を充実する。

(2)　医療体制の整備（県）

①　病状が悪化し、在宅療養が困難になった人工呼吸器装着患者などの重症神経難病患者に

入院施設（神経難病医療ネットワーク拠点病院、専門協力病院、一般協力病院）を確保す

る。また、入院中の患者が安心して地域に戻れるようかかりつけ医（一般協力診療所）を

確保する。

　　特に専門協力病院については、全ての２次保健医療圏域において確保する。

　　　○ 専門協力病院確保圏域　　７圏域（2007） → 10圏域（2008）

②　難病相談センターにおいて関係機関との連絡調整を行う。
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特定疾患医療受給者数

小児慢性特定疾患医療受給者数

県単独特定疾患医療受給者数

先天性血液凝固因子障害医療受給者数
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肺炎による死亡数・死亡率（人口10万対） 

食事は人生の中で大きな楽しみの一つであり、その楽しみを持ち続けるためには、いつまで

も口からおいしく食べることが必要である。しかし、病気や老化等による、摂食・嚥下（＝食

べる・飲み込む）機能の低下や障害によって、「食べる楽しみ」を失っていることが多い。ま

た、普通に食事をしていても、脱水・低栄養、誤嚥性肺炎や窒息といった問題が生じる場合も

ある。

そこで、県民の生涯を通じたQOLを確保するため、保健・医療・福祉の関係者が連携を図

り、摂食・嚥下障害対策を総合的に推進し、県民の生涯を通じたQOLを確保する。

第５節　摂食・嚥下障害対策

現　　状

(1)　肺炎は県民の死因の第４位であり、肺炎による死亡者の約95％を65歳以上の高齢者が占め

ている。また、肺炎による死亡の約３割が誤嚥性肺炎であるとも言われている。 

(2)　兵庫県では平成12年度から摂食・嚥下障害対策事業を実施し、県・２次保健医療圏域レベ

ルでの関係機関の連携の強化、普及啓発及び資質の向上を図っている。

(3)　特殊・専門外来として「摂食・嚥下」を設置している病院は、平成16年10月現在で、県内

の全２次保健医療圏域で合わせて９か所であり、摂食・嚥下障害の診断方法の一つであるＸ

線透視台を用いた嚥下検査を実施している病院は57か所である。

　　一方、摂食嚥下障害への対応が可能な診療所は336か所（11.4％）、歯科診療所は149か所

（9.1％）である。 

課　　題

(1)　関係機関の連携の強化

摂食・嚥下機能には口腔、咽頭、喉頭、食道が関与し、単に疾患の診断や治療だけでな

く、訓練、口腔疾患の治療や口腔ケア、食生活（食事の形態、食事介助）等、医療や保健、

福祉の広い範囲の取り組みが求められる。そのため、保健・医療・福祉等の関係者、関係機

関・団体がそれぞれの立場から積極的に寄与することが不可欠であり、連携システムの確

立、教育・普及啓発等を通じた問題の理解と情報の提供等が必要である。

(2)　地域、施設における摂食・嚥下障害対策の推進 

①　地域で摂食・嚥下障害が疑われる患者については、関係者が検討を行い、必要な場合は

専門機関等に相談できる体制を整えるとともに、病院から地域、施設に戻った患者に対し

て、入院中に行われていた訓練や対応等を継続して実施する必要がある。
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(3)　医療機関における摂食嚥下障害対策の強化

入院患者に対する摂食・嚥下障害対策の充実、地域、施設における取り組みへのバック

アップ等が期待されている。

(4)　保健・医療・福祉関係者等の資質の向上 

①　摂食嚥下障害は飲み込みだけでなく、食事の問題として捉えるべきで、安全性の面だけ

で禁食とするのではなく、患者のQOLも重視し「口から食べる」可能性を求めることが重

要である。そのため、関係者はそれぞれの役割に応じた知識の習得や技術の向上に積極的

に努める必要がある。

②　摂食・嚥下障害患者に対しては、多様な職種が関わったチームアプローチが必要である

ため、各職種がそれぞれの専門分野だけでなく、他分野の知識や情報も収集し、身につけ

る必要がある。

②　摂食・嚥下障害患者は、その障害部位・程度によって訓練・対応方法が異なり、また、

多様な職種が関係するため、個別の問題事例が発生した場合に、関係者や関係機関によっ

て最適なサービスの提供方法を検討するシステムの確立が求められている。

推進方策

(1)　摂食・嚥下障害を有する、あるいは疑われるすべての県民が適時適切な対応を受けることが

　できる、摂食・嚥下障害対策にかかるネットワークの構築 

①　関係機関の連携の強化（県、市町、医療機関、医療関係団体等） 

各２次保健医療圏域単位で、保健・医療・福祉各分野の関係者が連携協力し、地域特性

に応じた摂食・嚥下障害対策の推進体制を整備する。

② 地域における摂食嚥下障害対策の推進（医療機関、医療関係団体等） 

主治医や介護支援専門員等を中心に、摂食・嚥下に関するニーズに的確に対応できる体

制を整備する。また、的確な検査・診断、リハビリテーション等が継続して実施できるよ

う、施設、病院等との連携を強化する。

(2)　保健・医療・福祉関係者等の資質の向上（県、医療機関、医療関係団体等） 

摂食・嚥下障害対策に携わる保健・医療・福祉関係者に対して、情報提供をはじめとする

サポートや研修教育の機会を提供する。

(3) 県民に対する普及啓発（県、市町、医療機関、医療関係団体等） 

摂食・嚥下についての知識と、老化等による摂食・嚥下機能の低下を予防するための取り

組み方法等の普及啓発を図る。

目　　標

高齢者の肺炎による死亡率の減少

　　65歳以上の肺炎による死亡率（人口10万対）：369.6（2006年）
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透析導入患者の原因疾患別比率の推移 

圏域別透析施設・透析ベッド数（平成16年）

夜間透析実施状況 

専門医「日本透析医学会透析専門医」（病院） 

透析患者数（全国）の推移 透析患者数（全国）の推移

透析患者は年々大幅に増加しているが、患者一人ひとりが、各人のニーズに応じた透析医療

を、より安全に安心して受けられる医療提供体制の整備を目指す。

第６節　透析医療

現　　状

(1)　患者の状況

(2)　医療提供体制

①　透析患者数は、年々大幅に増加しており、平成18年には全国で約26万4千人、兵庫県で約

1万1千人となっている。

②　原因疾患として、糖尿病性腎症の患者比率が増加している。

③　導入患者及び維持透析患者とも患者の平均年齢は年々高くなっており、平成16年で導入

患者の平均年齢は65.8歳、維持透析患者の平均年齢は63.3歳である。 
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(3)　院内感染防止監視体制

平成11年に県内の透析医療機関で透析を受けていた患者のうち７人がＢ型肝炎を発症、そ

のうち６人が死亡するという事態が発生した。県の調査委員会による調査の結果、当該透析

医療機関における院内感染防止対策の不徹底による院内感染の危険性が強く指摘されるとと

もに、県内の全透析患者数に占めるＢ型・Ｃ型肝炎の感染者の割合が19.9%であることも明ら

かになった。このような状況を踏まえ、安全な透析医療の確保に向け、院内感染防止の監視

体制を強化してきた経緯があり、全ての透析医療機関ついて、毎年度医療法第25条第１項に

基づく立入検査を行い点検、指導している。 

透析医療機関における透析医療の質の向上及び院内感染防止の徹底を図るため、「透析医

療における標準的な透析操作と院内感染予防に関するマニュアル（改訂版第２刷）」に沿っ

て、施設及び透析医療機器の適正管理の徹底、適正な専門職員の配置など、院内感染防止対

策を進める。

(4)　災害発生時の対応

近隣で大きな災害があった時（自院の地域は被災地外）に、透析対応協力医療機関として診療可能な施設数 

課　　題

(1)　平成11年以降、県内での透析医療機関における重大な院内感染の発生は認められないが、

全国では依然として発生しており、院内感染対策の継続維持が必要である。

(2)　災害発生時に透析患者が円滑に透析を受けられる体制の整備を継続して進める必要があ

る。

(3)　原因疾患として、糖尿病性腎症の患者比率が増加している。

推進方策

(1)　院内感染防止対策の推進（県、医療機関） 

災害発生時においても必要な透析医療を確保するため、医療機関に関する情報提供を進める。

(2)　災害時に備えた医療情報の提供（県、関係団体）

糖尿病患者が腎症に移行しないよう、栄養管理の重要性などの普及啓発を行う。

(3)　普及啓発の推進（県、関係団体）
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県内の病院及び有床診療所における退院患者の状況（平成16年9月） 

受入先の確保で困った点 

保健・医療・福祉のサービスは、それぞれ別の法律制度に基づいて実施されているが、県民

にとっては分けて考えることのできない一連のサービスであり、高齢化の進展に伴い、保健・

医療と福祉の連携は一層重要度を増している。

病気や障害を持っていても、住み慣れた地域で人間としての尊厳を持って、いきいきと暮ら

していけるよう、保健・医療・福祉関係機関の連携体制を強化するとともに、保健・医療・福

祉施策の一体的推進を図る。

第７節　保健・医療・福祉の連携

現　　状

(1)　高齢者介護における連携状況

高齢者の場合、急性期医療から慢性期医療、さらに介護施設（又は在宅）という経過をた

どる場合が多く、こうした高齢者が医療施設から介護サービスへ円滑に移行できることが重

要である。

平成16年に実施した兵庫県医療需給調査によれば、平成16年9月の１ヶ月間に退院した患者

のうち、介護老人保健施設及び介護老人福祉施設（特養）への入所が必要であった患者は

1,363人であり、そのうちの約40％の患者に関して退院後の受入先の確保が困ったとのことで

ある。困った理由としては、「特養の申込者が多く、希望時期に入所できない」が最も多

かった。

病院においては、退院時、院内のソーシャルワーカーらにより患者家族の相談に応じ、介

護サービスの利用が見込まれる場合には介護支援専門員（ケアマネジャー）の協力を得るな

どして、介護施設（又は在宅）へ円滑に移行できるよう支援を行っている。
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(2)　身体障害者支援における連携状況

脊椎損傷や頸椎損傷等による身体障害者の円滑な社会・家庭復帰や地域での自立生活支援

を図る上で、急性期・回復期・維持期を通じた適切なリハビリテーションが重要であり、保

健・医療・福祉の連携のもと、地域リハビリテーションの推進に取り組んでいる。

また、外傷性脳損傷や脳血管障害などの後遺症として高次脳機能に障害のある高次脳機能

障害者を、保健・医療・福祉の連携により支援するため、高次脳機能障害支援普及事業を実

施している。

さらに、身体障害者が、地域で必要な介護や訓練を適切に受けられるよう、介護サービス

提供事業所等の社会資源の育成に努めるとともに、市町等の相談支援機関を介して、医療と

福祉の連携を図っている。

一方、医療と常時介護が必要な進行性筋萎縮症の障害者・児については、療養介護事業所

である独立行政法人国立病院機構兵庫中央病院で機能訓練、療養上の介護等を実施してい

る。 

また、介護支援専門員の約半数が「主治医との連携がとりにくい」との認識をもってい

る。（「居宅介護支援事業所及び介護支援専門員業務の実態に関する調査」（平成15年三菱

総合研究所））  

病院や療養病床をもつ診療所が、居宅介護支援事業所との連携の取組として、相談・連携

窓口の設置は58％にのぼっているが、退院時カンファレンスを定例的に行っているのは30％

にとどまっている。 

受入先確保のために病院が実施した支援・対応 

病院及び有床診療所が、居宅介護支援事業所等との連携で取り組んでいること 

(3)　精神科医療に関する連携状況

精神病床を有する病院に、退院先の確保に困った事例を聴いたところ、計374件（42病院中
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22病院）であった。困った理由としては、「家族が受け入れない」「退院先の特別養護老人

ホームがない」「社会復帰施設がない」などであった。（平成16年度兵庫県医療需給調査）

(4)　難病患者支援における連携状況

難病患者の場合、多くの患者が、主治医やケースワーカー等、医療機関関係者からの説明

により、初めて医療費の公費負担制度を知ることから、兵庫県医師会に協力を依頼し、医師

に対する研修会の開催や週報による周知を行っている。

また、神経難病患者を始めとする重症難病患者については、県健康福祉事務所が中心とな

り、医療のみならず、介護保険制度や障害者福祉制度などを活用し、福祉関係者とも連携を

図りながら患者のQOLの向上に取り組むとともに、全県的に神経難病医療ネットワーク支援

事業（P184参照）を推進している。

(5)　発達障害児(者)支援における連携状況

身近な地域において、発達障害をできるだけ早い時期に発見し、その子どもの発達状況に

応じた支援が適切に行われるよう、①乳幼児健診による早期発見、②こども家庭センター及

び医療機関による発達評価、③市町保健センター、保育所、健康福祉事務所等での療育支

援、④「市町発達障害児支援連絡会議」の設置による関係機関の情報の共有化など、保健、

医療、福祉、教育、就労等の連携により、発達障害児(者)へのライフステージに応じた継続的

な支援を推進している。

課　　題

(1)　患者が医療サービスから介護サービスに円滑に移行でき、その後も一体的にサービスを受

けられるよう、総合的な相談窓口や、病院（主治医）と介護支援専門員の一層の連携が求め

られている。

(2)　保健・医療・福祉の連携による地域リハビリテーションシステムの充実が必要である。

(3)　県民における高次脳機能障害への理解を高める。また、高次脳機能障害者に対するリハビ

リテーションや社会復帰のための訓練を行える医療機関・福祉施設の充実が必要である。

(4)　障害福祉サービス提供基盤の整備を推進する必要がある。

(5)　障害者に対する相談支援体制の充実が必要である。

(6)　精神科入院患者の退院後の受け皿を確保する必要がある。

(7)　難病患者が制度を知らずに医療費の公費負担を受けられないことがないよう、公費負担制

度の周知をさらに図り、重症難病患者等の在宅療養を支援する必要がある。

(8)　発達障害に関する専門医、医療機関が少なく、未診断者への対応が不十分であり、医療診

断機能の充実が必要である。 

推進方策

(1)　圏域の健康福祉推進協議会において、保健・医療・福祉関係機関、関係団体及び行政の協

議のもと、保健・医療・福祉の一体的推進を図る。（県、市町、関係団体、医療機関、関係

機関）

(2)　高齢者が、その状態に応じ、医療サービスや介護サービスを切れ目なく受けられるよう、

平成18年4月に創設された地域包括支援センターの総合相談業務、介護予防ケアマネジメン
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　ト、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務を通じて地域での相互連携体制の構築に努め

る。

　　また、介護支援専門員と主治医との連絡表の作成及び利用促進、サービス担当者会議への

主治医の参加、介護支援専門員協会・医師会等の合同会議の開催などを通じて、介護支援専

門員と主治医との連携強化を図る。（市町、関係団体）

(3)　兵庫県老人保健福祉計画（介護保険事業支援計画）に基づき、介護施設の整備を進める。

（県、市町）

(4) 「兵庫県地域リハビリテーション連携指針」に基づき、地域リハビリテーションシステムの

推進を図る。

(5)　都道府県地域生活支援事業として高次脳機能障害支援普及事業を積極的に展開する。

(6)　障害福祉計画に基づき、人材育成や障害者自立支援法によるサービス提供基盤の計画的な

整備を図る。

(7)　障害福祉計画に基づき、相談支援体制の充実を図る。

(8)　障害福祉計画に基づき、精神障害者の地域生活への移行を進める。（県、市町）

(9)　兵庫県医師会と連携し、ポスターなどの媒体も活用して、難病患者に対し医療費の公費負

担制度の周知を図る。また、難病患者等保健指導事業を活用し、訪問看護師・訪問介護員・

介護支援専門員ら、難病患者へのサービスを提供する関係者の資質向上を図る。（県、市

町）

(10) 神経難病医療ネットワーク支援事業により、人工呼吸器装着患者などの重症神経難病患者

の在宅療養や入院先の確保を支援する。（県）

(11) 発達障害者の情報が時系列に集積され、支援に必要な情報を共有する「発達障害者サポー

トファイル」の活用により、関係機関の連携強化を図る。

(12) 発達障害が疑われる児童が適切な診断・療育が図られるよう、兵庫県医師会とも連携して

地域の医師を対象に研修会を実施し、発達障害に関する普及啓発と臨床場面における発達障

害児への診療技術の向上を図る。 
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